
平成24年度県債借入状況

発行日 起債方法 銘柄 会計名 起債の目的 発行額(百万円) 利率(％) 償還方法 償還期限
平成２４年４月分

４／２７ 銀行等引受(証書) 公債特会 借換債 23,537.0 1.058 10年定時償還 H34.4.28
４月分合計 23,537.0
平成２４年５月分

５／３１ 銀行等引受(証券) 岐阜県平成24年度第１回公債（10年) 公債特会 借換債 2,000.0 0.896 10年定時償還 H34.5.31
岐阜県平成24年度第２回公債（5年) 公債特会 借換債 16,030.0 0.292 5年満期一括 H29.5.31

銀行等引受(証書) 公債特会 借換債 908.0 0.896 10年定時償還 H34.5.31
５／２９ 銀行等引受(証書) 公債特会 借換債 1,671.0 0.896 10年定時償還 H34.5.29

公債特会 借換債 1,611.0 0.896 10年定時償還 H34.5.29
５月分合計 22,220.0
累計 45,757.0

うち公債特会 45,757.0
平成２４年６月分

（県債借入はありません）

累計 45,757.0
うち公債特会 45,757.0

平成２４年７月分
７／２５ 市場公募 第112回共同発行市場公募地方債 一般会計 臨時財政対策債 4,000.0 0.84 10年満期一括 H34.7.25

７月分合計 4,000.0
うち一般会計 4,000.0

累計 49,757.0
うち一般会計 4,000.0
うち公債特会 45,757.0

平成２４年８月分

（県債借入はありません）

累計 49,757.0
うち一般会計 4,000.0
うち公債特会 45,757.0

平成２４年９月分
９／２５ 市場公募 第114回共同発行市場公募地方債 一般会計 臨時財政対策債 4,000.0 0.82 10年満期一括 H34.9.22
９／２８ 市場公募 岐阜県平成24年度第1回公募公債（10年） 一般会計 臨時財政対策債 10,000.0 0.82 10年満期一括 H34.9.28

９月分合計 14,000.0
うち一般会計 14,000.0

累計 63,757.0
うち一般会計 18,000.0
うち公債特会 45,757.0

平成２４年１０月分
１０／３１ 銀行等引受(証書) 一般会計 臨時財政対策債 5,000.0 1.740 30年定時償還（据置３年） H54.10.31

臨時財政対策債 14,632.4
公共事業等債 367.6

１０月分合計 20,000.0
うち一般会計 20,000.0

累計 83,757.0
うち一般会計 38,000.0
うち公債特会 45,757.0

一般会計銀行等引受(証書)
１０／３１

1.740 30年定時償還（据置３年） H54.10.31



平成24年度県債借入状況

発行日 起債方法 銘柄 会計名 起債の目的 発行額(百万円) 利率(％) 償還方法 償還期限
平成２４年１１月分

１１／２２ 市場公募 第116回共同発行市場公募地方債 一般会計 臨時財政対策債 4,000.0 0.80 10年満期一括 H34.11.25
１１月分合計 4,000.0

うち一般会計 4,000.0
累計 87,757.0

うち一般会計 42,000.0
うち公債特会 45,757.0

平成２４年１２月分
１２／２７ 銀行等引受(証券) 岐阜県平成24年度第３回公債（5年) 公債特会 借換債 9,260.0 0.214 5年満期一括 H29.12.27

１２月分合計 9,260.0
うち一般会計 0.0

累計 97,017.0
うち一般会計 42,000.0
うち公債特会 55,017.0

平成２５年１月分
１／２５ 市場公募 第118回共同発行市場公募地方債 一般会計 臨時財政対策債 4,000.0 0.84 10年満期一括 H35.1.25

１月分合計 4,000.0
うち一般会計 4,000.0

累計 101,017.0
うち一般会計 46,000.0
うち公債特会 55,017.0

平成２５年２月分
２／２７ 機構資金 一般会計 臨時財政対策債 17,285.0 0.80 30年定時償還（据置３年） H54.9.20

２月分合計 17,285.0
うち一般会計 17,285.0

累計 118,302.0
うち一般会計 63,285.0
うち公債特会 55,017.0

平成２５年３月分
３／２５ 政府資金 一般会計 災害復旧 2,439.0 0.40 10年定時償還（据置２年） H35.3.1

公共事業等 2,112.6 1.30 25年定時償還（据置３年） H50.3.1
緊急防災・減災 1,281.8 0.40 10年定時償還（据置２年） H35.3.1

水道事業 水道事業 25.4 1.50 30年定時償還（据置５年） H55.3.1
３／２５ 市場公募 第120回共同発行市場公募地方債 一般会計 臨時財政対策債 4,000.0 0.68 10年満期一括 H35.3.24
３／２８ 機構資金 独法特会 病院事業 690.8 1.50 30年定時償還（据置５年） H55.3.20
３／２９ 銀行等引受(証書) 独法特会 病院事業 786.2 0.185 5年満期一括 H30.3.31

３月分合計 11,335.8
うち一般会計 9,833.4
うち独法特会 1,477.0
うち水道事業 25.4

累計 129,637.8
うち一般会計 73,118.4
うち公債特会 55,017.0

1,477.0
うち水道事業 25.4
うち独法特会



平成24年度県債借入状況

発行日 起債方法 銘柄 会計名 起債の目的 発行額(百万円) 利率(％) 償還方法 償還期限
平成２５年４月分（出納整理期間）

４／２３ 機構資金 一般会計 一般単独（防災対策） 739.1 1.30 30年定時償還（据置５年） H55.3.20
一般単独（合併特例） 262.6 1.30 30年定時償還（据置５年） H55.3.20

４／２４ 政府資金 一般会計 公共事業等 3,593.3 1.00 20年定時償還（据置３年） H45.3.25
公共事業等 328.2 1.20 25年定時償還（据置３年） H50.3.25
公営住宅 189.4 1.20 25年定時償還（据置３年） H50.3.25
災害復旧 24.2 0.40 10年定時償還（据置２年） H35.3.25
教育・福祉 328.9 1.20 25年定時償還（据置３年） H50.3.25

４／２５ 機構資金 流域下水 下水道事業 315.4 1.30 30年定時償還（据置５年） H55.3.20
４／３０ 銀行等引受(証券) 一般会計 公共事業等 16,671.0 0.576 10年定時償還（据置３年） H35.4.28

教育・福祉 364.4 0.576 10年定時償還（据置３年） H35.4.28
一般単独（一般事業） 379.1 0.576 10年定時償還（据置３年） H35.4.28
一般単独（地方道路等） 2,585.5 0.576 10年定時償還（据置３年） H35.4.28

銀行等引受(証書) 一般会計 公共事業等 5,000.0 0.183 3年満期一括 H28.4.28
４月分合計 30,781.1

うち一般会計 30,465.7
うち流域下水 315.4

累計 160,418.9
うち一般会計 103,584.1
うち公債特会 55,017.0

1,477.0
うち水道事業 25.4
うち流域下水 315.4

平成２５年５月分（出納整理期間）
５／２３ 機構資金 一般会計 教育・福祉 22.6 1.20 25年定時償還（据置３年） H50.3.20

一般単独 (地域活性化） 28.5 1.40 30年定時償還（据置５年） H55.3.20
一般単独 (地域活性化） 24.2 0.40 10年定時償還（据置２年） H35.3.20
一般単独（防災対策） 808.8 1.40 30年定時償還（据置５年） H55.3.20
一般単独（防災対策） 1.7 0.40 10年定時償還（据置２年） H35.3.20
一般単独（合併特例） 1,076.7 1.40 30年定時償還（据置５年） H55.3.20

５／３０ 銀行等引受(証券) 一般会計 公共事業等 6,968.0 0.26 5年満期一括 H30.5.30
５／３１ 銀行等引受(証券) 一般会計 公共事業等 457.7 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31

教育・福祉 227.9 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31
一般単独（一般） 4,548.9 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31
一般単独（地方道路等） 5,682.6 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31
退職手当債 4,000.0 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31
行政改革推進 1,082.9 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31

銀行等引受(証書) 一般会計 行政改革推進 211.0 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31
流域下水 下水道事業 369.0 0.620 10年定時償還（据置３年） H35.5.31

５月分合計 25,510.5
うち一般会計 25,141.5
うち流域下水 369.0

累計 185,929.4
うち一般会計 128,725.6
うち公債特会 55,017.0

1,477.0
うち水道事業 25.4
うち流域下水 684.4

うち独法特会

うち独法特会



公表内容について
公表対象 県における県債借入のうち、「国の予算等貸付金」（国等からの制度による貸付で、通常の借入れとは異なる）を除く、すべての借入を公表しています。

政府資金（財政融資資金）で事業繰越があり起債前借を行った場合は、事業完了後の長期資金借換時に一括記載しています。
発行日 県債の借入日（実際に県に資金が払い込まれた日）です。
起債方法 政府資金（財政融資資金）、機構資金（地方公共団体金融機構資金）、市場公募（全国型市場公募地方債：銀行・証券会社等を通し、機関投資家等へ販売するもの）、

銀行等引受（県内金融機関から借り入れるもの）の区分があります。銀行等引受のうち(証券)は、債券の形で発行するもの、(証書)は、金銭消費貸借契約により
借り入れるものです。

銘柄 債券での発行（「市場公募」及び「銀行等引受(証券)」）の場合において、市場において流通する場合の銘柄名称です。
会計名 県予算上の会計区分です。一般会計、公債特会(公債管理特別会計：借換債を計上）、独法特会(地方独立行政法人資金貸付特別会計：県立病院分）、水道会計(水道事業会計：企業会計)、

流域下水(流域下水道事業特別会計)において、県債の借入（「国の予算等貸付金」を除く）を行っています。
起債の目的 議案及び地方債計画における区分により、起債の目的を示しています。

公共事業等、災害復旧、教育・福祉、一般単独（一般事業、地域活性化、防災対策、合併特例、地方道路等）、行政改革推進、水道事業、病院事業、下水道事業、
臨時財政対策債、退職手当債の区分による外、既往の借入にかかる借換資金の借入を、借換債として示しています。 ※詳細は下記をご覧下さい。

発行額 発行日における県債借入ごとの借入額です。
利率 借入ごとの利率です。債券発行の場合は表面利率です。(変動)は、借入期間中に利率の変更(見直し)があります。
償還方法 償還年数及び償還方法です。満期一括償還は、最終償還期限に元金を一括返済するもの、定時償還は、償還期間中に元金の償還が行われるものです。

定時償還のうち、元金の据置期間（償還がない期間）があるものは、（ ）内に据置期間を示しています。
償還期限 最終償還期日です。発行日及び償還方法中に示した償還期間に対応しています。

○起債の目的について
公共事業等 公共事業等債：土木・林道・治山事業や福祉・学校教育施設の整備など、国の補助事業に係る県負担額（直轄事業負担金を含む）に対し、幅広く起債するものです。
一般公共
公営住宅 公営住宅建設事業債：公営住宅の整備事業に対し起債するものです。
災害復旧 災害復旧事業債：道路・河川などの施設の災害復旧事業に対し起債するものです。
教育・福祉 教育・福祉施設等整備事業債：県単独事業として実施する学校・福祉施設などの施設整備費に対し起債するものです。
一般単独 一般単独事業債：県単独事業として実施する建設事業などに対し起債するものです。以下( )内による区分があります。
〃 (一般事業） 河川、治山治水事業や高等学校、警察施設の整備事業などに対し起債するものです。
〃 (地域活性化） 地域の活性化に向けた循環型社会の形成事業や、情報通信基盤の整備事業などに対し起債するものです。
〃 (防災対策） 地域防災計画上の避難所や、道路・橋りょうなどの公共施設の耐震化事業などに対し起債するものです。
〃 (旧合併特例） 合併した市町村間の道路整備事業などに対し起債するものです。
〃 (地方道路等） 地方単独事業として行う道路等整備事業に対し起債するものです。
行政改革推進 計画的に行政改革を推進し、財政の健全化に取り組む団体において、行政改革効果額の範囲内で、他の起債に合わせ起債するものです。
緊急防災・減災 緊急防災・減災事業債：全国的に緊急に実施する防災・減災事業に対し起債するものです。
水道事業 県営水道の施設整備費に対し起債するものです。
病院事業 地方独立行政法人化した県立病院の施設整備費（建物・医療機器）に対し起債するものです。
下水道事業 県で行う流域下水道事業の施設整備費に対し起債するものです。
臨時財政対策債 地方財源の不足に対応するため、地方財政法第33条の5の2第1項の規定に基づき算出した額を起債するものです。
退職手当債 退職手当の増加に対し、定員削減などによる今後の人件費削減効果額の範囲内で、起債するものです。
減収補てん債 県税の減収により、適正な財政運営を行うにつき必要とされる財源に不足を生ずると認められる場合に、起債するものです。
借換債 既往の借入の借換時の償還資金に対し起債するものです。市場公募債や銀行等引受債については、償還計画においてあらかじめ借換を予定しています。

一般公共事業債：土木・農業農村整備・林道・治山事業などの公共事業の県負担額（直轄事業負担を含む）に対し起債するものです。（平成22年度からの繰越分のみ）


